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●評価シートの
改良（より分か
りやすい評価
シートとする）

●評価対象施
策・事業を拡大
する際に簡素
化をしていく必
要がある
●現在のシート
では区民にとっ
て分かりにくい

●評価シートの
更なる簡素化
（区民にとって
分かりやすく、
事務の効率化
も図れるものと
する）

●評価シートの
見直し（評価し
やすく、区民に
とって分かりや
すいシートとす
る）

●評価シートの
見直し（評価し
やすく、区民に
とって分かりや
すいシートとす
る）

●評価シートの
見直し（評価し
やすく、区民に
とって分かりや
すいシートとす
る）

●評価シートの
見直し（評価し
やすく、区民に
とって分かりや
すいシートとす
る）
●行政評価が
専門的かつ難
解

●表記のルー
ルの検討（全体
の達成度をど
のように評価す
るか、達成度が
低いのであれ
ば計画以下と
するのが妥当）

●分かりやす
い記載と説明
（指標の達成水
準を踏まえ、事
業目的等に対
する達成度を
評価し、その評
価の理由を明
確に説明する）

●評価シートの
見直し（事業の
特性に応じた
評価シートや評
価項目の検討）
●区民が読ん
で分かりやすい
記載とする

●区民にとって
分かりやすい
記載と説明

●区民にとって
分かりやすい
記載と説明

●分かりやす
い記載と説明
（ヒアリングが
なくても十分に
理解できるよう
な評価シートと
する）

●評価区分の
検討（二択方式
の再考）

●指標の設定
の妥当性（測定
そのものが困
難なものや指
標として十分で
ないものが見
受けられる）

●指標の設定
の妥当性（計画
策定段階から
最適な指標に
ついて検討す
ることが必要）

●指標の設定
の妥当性（全体
像が把握でき
るような指標の
設定が必要）

●指標の設定
の妥当性（事業
の本質を捉え
ていない指標
が見受けられ
る）

●指標の設定
の妥当性（客観
的なアウトカム
指標を見出す
必要がある）

●指標設定の
妥当性（アウト
カム指標の設
定、事業名と事
業目的・指標と
のかい離）

●指標以外の
効果について
も記載すること
が必要

●指標以外の
効果について
も記載すること
が必要

●指標の設定
について工夫
（事業と指標と
の間に明確な
因果関係が必
要）

●評価対象と
する事務事業
の単位・範囲を
整理する

●成果があが
るまでに長期
間を要する事
業等を評価す
る手法を検討
する必要があ
る

●複数の事業
が一つの施策
として構成され
ていることを評
価の上で意識
することが必要

●複数の事業
が一つの施策
として構成され
ていることを評
価の上で意識
することが必要

●区の裁量の
働く余地のない
事業について
は外部評価の
対象外とするこ
とを検討する

●事業名と事
業内容がかい
離している事業
がある

●複数の事業
が一つの施策
として構成され
ていることを評
価の上で意識
することの必要
性

●評価作業の
効率化（評価の
規模の拡大に
伴い、作業内
容を精査するこ
とが必要）

●評価精度の
向上（行政評価
の客観性・透明
性を高める）

●評価精度の
向上（行政評価
の客観性・透明
性を高める）

●現地視察を
行うことは重要
であり、日程の
確保について
今後工夫する
必要がある

●部会間にお
ける評価のすり
合わせ（部会間
の評価に差が
ある）

●行政評価の
運営上、過度
な負担が掛
かっていないか
制度運営の見
直し等を適宜
行うことが必要

●評価を実施
する上でも効果
性・効率性を重
視する必要が
ある

●庁内におけ
る行政評価制
度の浸透を図
る

●職員への一
層の浸透

●行政運営の
サイクルに行
政評価を組み
込む

●評価の結果
を予算編成の
参考として反映
する

●ＰＤＣＡサイ
クルの中での
行政評価の位
置付けを明確
にする

●ＰＤＣＡサイ
クルの中での
行政評価の位
置付けを明確
にする

●ＰＤＣＡサイ
クルの中での
行政評価の位
置付けを明確
にする

●ＰＤＣＡサイ
クルの中での
行政評価の位
置付けを明確
にする

●評価を通じ
て、職員が気づ
き、新たな行動
に移していくこ
とが必要

●外部評価意
見に対して、ど
のように改善に
取り組んだか
明確にすること
が必要

●外部評価の
意義の再徹底
（行政評価の必
要性や外部評
価に対する理
解に関して、担
当課に温度差
がある）

●外部評価意
見に対する区
の取組状況を
内部評価の中
で明らかにする
ことが必要

●行政評価の
基礎は内部評
価にあることを
認識し、内部評
価をより適切に
行うことが必要
●総合判断の
後の取組状況
を明らかにする
必要がある

※各年度の「内部評価実施結果報告書」「外部評価実施結果報告書」等を基に作成
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三次実計 第二次実行計画 第一次実行計画 第四次実施計画 

基本計画 基本計画 

第三次実施計画 第二次実施計画 

試行 

内部評価のみ 
内部評価、外部評価、区の総合判断 

外部評価委員会の設置 

①一次評価 
各部において、評価シート

を作成して一次評価を行

い、評価シートを評価委員

会に提出する。 

②確認 
評価委員会（内部組織）は、担

当部から提出されたシートに基

づき、評価の妥当性を確認す

る。担当部の評価が妥当でな

いと判断した場合は、担当部に

再調整を要請し、評価の精度

を上げていく。 

③公表 
評価結果を公表し、計

画や予算編成に反映す

る。 

評

価
の 

流 

れ 

評

価
の 

流 

れ 

①内部評価 
各部の職員（管理職）で構

成された経営会議を評価

委員会として、施策と事業

の自己評価を行い、決算

特別委員会前に公表する。 

②外部評価 
「新宿区外部評価委員会」は、

上記①の内部評価結果を踏

まえ、外部評価の視点から

評価し、評価後、区長に報告

する。 

 区長はその報告を公表する。 

 

③総合判断 
区長は、内部評価・外部評

価それぞれに対する区民

からの意見を受け付けて、

総合判断を行い、予算編

成に反映する。 

区長はその結果を予算特

別委員会前に公表する。 

一次実計 

評価シートの構成等について 

指標について 

評価の対象について 

評価の作業について 

評価の文化の定着、深化 

について 
行政評価の反映について 


